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自治体の最適規模



自治体の最適規模の決定要因

• 公共サービスの受益の空間的範囲

• 規模の経済（固定費用）＝規模は大きいほど節約

• 混雑現象（コスト）＝公共サービス消費の競合性

• 地域の選好の異質性＝規模が大きいほど異質性大

• 地域間競争への効果＝地域数が多いほど活発化

⇒要因間でトレード・オフ

最適規模
➢情報の非対称性 ↓
➢選好（ニーズ）の違い ↓

➢生産に係る規模の経済（＝
固定費用）

↑

➢混雑現象（＝部分的競合
性）

↓

➢受益の拡散 ↑



Perfect mapping 

行政区域（境界線）

公共施設 
（例：中核病院）

公共施設からの 
受益の及ぶ範囲

●
利用

受益は境界を越えて拡散 
＝スピルオーバー 
＝外部便益

◆Perfect mapping＝受益の範囲と行政区の境界が一致 

⇒境界のかい離としての外部性  

➢かい離を最小化させるための行政区規模の「最適化」
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自治体の「規模」？

規模の測り方 決定要因
面積 ・公共サービスの受益の空間的範囲

参考：空間的範囲＞行政区域
　　　⇒地域間外部性　

人口 ・規模の経済vs混雑コスト 

・選好の異質性

以下では人口規模に着目



クラブ財としての地方公共財



準公共財

• 多くの財貨は純粋公共財と私的財の中間＝準公共財 

• 準公共財の特徴 
　　　　－部分的競合性＝混雑現象を伴う 
　　　　－（部分的）排除可能性 

• 混雑の程度は状態（時間帯）に依存 
　⇒財の性格は「状態依存型」 

　⇒ピークロード・プライシング＝混雑の程度に応じた価格づけ

• 公共財の受益の範囲が普遍的（経済全体に行き渡る）とは限らない
➢　　　　　クラブ財＝受益は会員に限定
➢　　　　　地方公共財＝受益の範囲が空間的に限定 8



財貨・サービスの分類

競合性 

                  私的財 

 

 

 

一般道     地方公共財    高速道路 

                 クラブ財 

               （プールなど） 

 

 

純粋公共財          ケーブルTV 

       ０  

 

           排除可能性 
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クラブ財理論

• クラブ財＝排除可能性を伴う財貨、限定された会員（消費者）のみが消費 

　　　　例：プール、ゴルフ 

• クラブ財の供給問題 

　　　　－供給水準の決定 

　　　　－会員数の決定 

• 自発的集団(Coalition)形成⇒クラブ数＝人口/一クラブ規模 

✓クラブ財としての「地方公共財」 ⇒地域住民＝クラブ会員

✓クラブ選択＝「足による投票」

競合性 

                  私的財 

 

 

 

一般道     地方公共財    高速道路 

                 クラブ財 

               （プールなど） 

 

 

純粋公共財          ケーブルTV 

       ０  

 

           排除可能性 



地方の最適化問題
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地方自治体の「最適規模」

• クラブとしての自治体の「最適規模」 
　⇒提供する公共財・サービスの供給費用構造に依存

• クラブ財としての地方公共財
　　＝消費者（地域住民）が増えると同じサービス水準（ｇ）を維持するための費用が増加
　　＝混雑現象（コスト）
➢例：警察・消防サービス

• 地域人口（会員）増の効果
　　　　－混雑コスト（＋）
　　　　－規模の経済（－）

• 規模の経済＝住民増による一人あたり費用負担の軽減



効率性再論

• 二つの最適化（効率化）

➢　　地域内資源配分（地方公共財供給）の効率化
　　　 ⇒ ΣMB=MC（サミュエルソン条件）
➢　　地域間資源（人口）配分の効率化
　　　＝地方自治体（共同体）の最適規模
　　　　⇒（住民一人当たり）平均費用を最小化

• 最適規模の決定要因＝規模の経済vs混雑コスト⇒人口増のトレードオフ 

• 必ずしも二つの最適化（効率化）が同時に満たされるわけではない 

　
⇒公共サービス水準が効率的でも、自治体規模は効率的ではないかもしれない。



自治体の「最適」規模
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出所：林正義（フィナンシャルレビュー2002年2月号）



出所：林正義「地方自治体の最小効率規模」
　　　　財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」February－２００２



出所： 
経済財政 

白書2010



留意点：

• 理論上、最適規模は公共サービス（例：警察、教育、医療等）別に決定 

• 実証分析上、市町村が提供している現行の公共サービス群を与件として、「人口一人当
たり歳出」を最小化 

➢行政コストに着目　混雑コストや選好の相違等は勘案されない 

➢最適規模は、市町村が担う支出責任の範囲に応じて変化 

➢「最小コスト」が前提になっているわけではない。



自治体規模の実際



理論と実際

• 理論モデル＝「単一」の公共サービス（例：教育）に着目 

　　－最適人口規模＝当該サービス消費の最適消費者数 

　　－Perfect mapping=当該サービスの受益の範囲 

• 実際には地方自治体（都道府県・市町村）は複数（数多く）の公共サービスを提供 

• 各々のサービスごとに自治体（提供主体）を作ることは非効率 

• 例外？：学校区（米国・カナダ） 

• 最適規模＝複数の公共サービス群に対して決定



理論と実際（その２）

• 現行の都道府県・市町村制度の下での最適規模の実現 

• その1：市町村合併＝地方分権の受け皿としての財政基盤の強化（平均コストの軽減） 

• その２：道州制＝都道府県レベルの合併 

• 留意：公共サービス（例：介護保険）の割当（例：市町村）は与件 

• その３：最適規模に即した公共サービスの割当 

　⇒最適規模の大きい（小さい）公共サービスは都道府県レベル（市町村レベル）に割
当



市町村合併

•出所：総務省資料



最適規模の３つの視点

• その1：財政の視点 

➢　マクロ＝行政サービス（教育・福祉、インフラ等）をフルセットで住民一人あたり行政コスト
を最小化するように自治体の人口規模を（合併等で）決定 

➢　ミクロ＝各行政サービスごとに住民一人あたりコストを最小化する人口規模に近い層の政府
（国・都道府県、自治体）に割当 

• その２：受益の視点 

➢　各行政サービスごとに地理的・空間的受益の範囲が収まるレベルの政府（受益のスピルオーバー
＝漏れの内部化） 

• その３：人員の視点 

➢　専門性の高い行政サービス（例：福祉、公共調達、医療等）については人材確保が可能なレベ
ルの政府
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二つの地方分権

• 基礎自治体＝市町村を「受け皿」とした分権化＝Second tier decentralization 

➢例：平成の大合併 

• 道州制（都道府県の再編成）を基礎とした分権化 

➢例：伝統的連邦国家（カナダ・米国等） 

• 我が国の選択肢？ 

➢医療・介護保険、経済政策等、広域行政は都道府県に移管＋道州制＝都道府県の再編成 

➢大都市と地方都市（地域圏）に異なる権限配分＝非対称な分権化 

p 例：ドイツの都市州（ベルリン・ハンブルグ） 24







我が国の地方分権
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現状 あるべき地方分権
地方分権 全国一律＝自治体の規模・財政

力とは無関係に同じ権限・責任
　⇒集権的分権改革

非対称的地方分権＝自治体の
実力に応じた分権 
⇒先行事例の積み重ね

地方税 ●「横並び志向」 
●法人課税に偏重した応益原則

●各地方が独自に財政責任を充
足 
●応益原則は住民課税に徹底

国と地方の
関係

国の幅広い財源保障が前提 
＝保護者責任

●国と地方の役割分担・責任関
係の明確化 
⇒財源保障の縮減・範囲の明
確化基本方針2018「行政コストの効率化に向け、全ての行政分野において、多様な広域連

携を推進する。 また、人口規模が小さく、行財政能力の限られる地方自治体と周辺の

中核的な都市や 都道府県との間の連携・補完に係る制度の活用等を推進する。」



規模に応じた事務配分

• 所定の支出責任（例：教育、医療・介護）に応じた自治体規模の決定 

VS 
• 所定の規模の応じた支出責任の配分 

• 全ての地方自治体（市町村）に対して同等の分権化（権限・責任）の移譲を行うべきか？行うことがで
きるか？ 

p 「西尾私案」（2002年11月地方制度調査会小委員会）＝「人口が一定規模に至らない小規模自治体につ
いては「法令により基礎的自治体に義務づけられた事務のうち窓口サービス等を処理することとし、他
の事務は都道府県に処理を義務づける」（事務配分特例方式） 

• 新しいアプローチ： 

➢地方行政の広域化＝自治体間の連携・役割分担



特別市
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出所：総務省資料



人口減少と広域連携



2040年、自治体職員は半減？　総務省研究会が警鐘 2018/8/23  
日本経済新聞　

• 高齢化がピークを迎える2040年ころの自治
体のあり方を検討した総務省の「自治体戦
略2040構想」研究会の提言が波紋を広げて
いる。人口減少により40年には今の半数の
公務員で行政を支える必要があるとして、
圏域行政や共助の法制化を提唱。危機感を
醸成して変化を迫るショック療法に自治体
に戸惑いと反発が広がる。一方、自治体の
中にはさらに進んで独自に将来像を描くと
ころも出始めている。推計結果図（都道府県別） 

－ 2040年総人口指数（2010年＝100）－



資料：旧内閣統計局推計、総務省統計局「国勢調査」「推計人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成29年推計)」[出生中位・死亡中位推計].
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自治体の連携・広域化

• 小規模自治体ほど財政力（基準財政収入÷基準財政需要）が乏しく、交付税への依存が高い 
• 現行制度は小規模自治体に手厚い財源保障（高い基準財政需要の算定） 
✓国の財政状況は悪化⇒国はいつまで「保護者責任」続けられるのか？ 

• ではどうするか？　⇒自治体の財政基盤の強化・国の財政移転（交付税・補助金）からの自立が必要 
➢更なる市町村合併？⇒だけではない・・・ 
➢行政サービスの広域化（自治体間連携）も選択肢 
✓地域の再編成（コンパクト化）にもつなげる 

p多様な地方分権の形（権限や事務事業の配分）があっても良い。 33
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参考：自治体間連携の現状
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現状 ＫＰＩ（目標）
連携中枢都市圏 23圏域（2017年10月1日

現在）
2020年度までに30圏域

定住自立圏 119圏域（2017年10月1日
現在）

2020年度までに140圏域

• 連携中枢都市圏＝地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の
市町村と連携し、コンパクト化とネットワ－ ク化により、人口減少・少子高齢社会にお
いても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を 形成することを
目的とする。 

✓ 要件＝⑴地方圏の指定都市、新中核市（人口20万以上）であって、 ⑵昼夜間人口比率概
ね１以上を満たす都市を中心とする圏域
• 定住自立圏＝中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力することにより、圏
域全体として生活に必要な都市機能（行 政サービス・民間サービス等）を確保すること
を目的とする。 

✓ 要件＝⑴地方圏の市（人口５万程度以上）であって、⑵昼夜間人口比率１以上を満たす
こと







参考：一国多制度へ？

• 多様な地方自治体の形態があっても良い⇒自治体自らが選択 

p 単独自立型＝個別自治体に権限（裁量）と財政責任を移譲 

p 連携自立型＝複数の自治体が連携して自立した財政運営（道府県の仲介・関与を含む） 

✓　　　自治体間で役割分担（小規模自治体は権限を中核自治体に移譲） 

• 　　　交付税・補助金＝（財政調整を伴う）交付金化 

• 　　　「成果」に基づくＰＤＣＡ 

p 財源保障型＝従来の財源保障と国の関与（規制）を前提にした自治体運営 

• 　　　　交付税＝財源保障機能の確保 

• 　　　　自前で担えない機能は道府県に移譲 

➢「西尾私案」（2002年11月地方制度調査会小委員会）＝「人口が一定規模に至らない小規模自治体に
ついては「法令により基礎的自治体に義務づけられた事務のうち窓口サービス等を処理することとし、
他の事務は都道府県に処理を義務づける」（事務配分特例方式）
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参考：頑張れない自治体？

• 過疎地域自立促進特別法⇒無理やりに頑張らせる法律？　

42

経済力

自立可能で改革力 

のある自治体

自立力に乏しいが 

危機感（改革意欲） 

がある自治体

自立可能でも危機感 

に乏しい自治体

インセンティブ改革 

による働きかけ

頑張れない 

自治体

地域再編成 
✓ 広域化・戦略的撤退



地方創生に向けて
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今後の中心市街地活性化施策の方向性について 
　　　　　　　　　　　　　（中間的論点整理） 
　　　　　　平成２５年２月５日　中心市街地活性化評価・調査委員会

• ○公共施設等の更新投資の増加が見込まれ、高齢化に伴う社会保障等の増大と
もあいまって、地方財政を強く圧迫するおそれがある。 

• ○今後、引き続き、厳しい財政事情が継続することが見込まれる中、公共イン
フラ更新時の財政負担等を考慮すれば、多くの地域では、公共公益施設等の
都市機能の集約化(コンパクト・シティ化)が強く求められる。 

• ○中心市街地の活性化により、固定資産税などの税収増効果が期待される。ま
た、コンパクト化による財政支出の抑制効果、効率的投資も期待される。政
策投資を集中する地点とすべきではないか

44



出所：国土交通省「国土交通省のおけるコンパクトシティの取組について」 

平成25年8月26日
45



地域の再編成と地方財政の効率化 
　　　　　　

46



参考：地域の再編成と地方財政の効率化 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出所：国土交通省「国土交通省のおける 

コンパクトシティの取組について」平成25年8月26日

出所：平成22年度　『経済財政白書』①行政コストの効率化（抑制）と
②経済活性化の一石二鳥



好循環へ

コンパクト化・人口の集積

土地価格（地価）の上昇

中小企業の担保 
価値の増加

設備投資 
の拡大

雇用・生産 
性の改善

地域経済の 
成長率上昇

信用制約

好循環
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ケインズ政策としての地域経済活性化

• 有効需要の源泉 

➢従前＝公共事業 

➢近年＝環境・防災、社会保障 

• 市場経済の自律的な循環・拡大に
繋がるとは限らない 

⇒源泉が滞れば、経済も落ち込む＝
依存体質を助長

例：小泉構造改革時に公共事業が削
減された結果、地方経済が疲弊

50

公共事業等

雇用の創出

所得の増加

消費の拡大

好循環 
＝乗数効果



参考：一皮剥けば・・・

• ケインズ＝総需要管理政策に偏重した活性化 

➢中長期的な成長＝生産性の向上よりも、短期的な景気対策＝消費の喚起を優先⇒政策・事業の効
果も短期的な消費喚起＝乗数効果に偏重？ 

• 企業の負担を前提にした活性化策・財政運営 

p地域経済の活性化の一義的な受益者は企業⇒企業課税＝応益課税 

✓サービス提供者としての自治体＝対価としての企業課税か地域経営主体＝活性化を通じた財源確
保として自治体か？ 

◆収益性のある企業の育成≠収益性のある企業を前提 

p「現役世代の負担についても、負担能力に応じた負担を徹底する必要があり、被用者間では、来
年の医療保険制度改革において、後期高者支援金について、全面総報酬割に早急に移行する必要
がある」（財務省財政制度等審議会「平成27 年度予算の編成等に関する建議」）
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参考：災害は問題を「露呈」させる

◆大規模災害は問題を引き起こすというよりも構造問題を露呈させる 

p構造問題 
✓　自治体＝地域経済の疲弊・人口の高齢化 
✓　中小企業＝低い生産性（収益）・経営者の高齢化 

p災害を契機に露呈する問題 
✓　自治体＝復旧、復興の立ち遅れ・自立困難な被災者 
✓　中小企業＝震災関連倒産 

➢災害からの復旧・復興には新規の投資（インフラ整備、設備投資）＝借入が必要 
✓　借入金を返済するだけの自治体＝税収、中小企業＝収益性がない⇒自力では資金調達が困難 
• 　大規模災害は衰退産業・地域の衰退を加速させる・・・

地域人口・収益性

災害発生 時間

被災

消滅・退出 
の時期が早まる
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